
再エネ無料診断・鳥取スタイルＰＰＡ推進課題把握事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、鳥取県補助金等交付規則（昭和 32 年鳥取県規則第 22 号。以下「規則」とい

う。）第４条の規定に基づき、再エネ無料診断・鳥取スタイルＰＰＡ推進課題把握事業補助金（以下

「本補助金」という｡）の交付について、規則に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとす

る。 

 

（交付目的） 

第２条 本補助金は、卒ＦＩＴ家庭を中心に再エネ無料診断を実施することにより、太陽光発電を中

心とした再エネ導入の継続の支援を行うとともに、地域事業者による自家消費型の屋根貸し太陽光

発電（以下「鳥取スタイルＰＰＡ」という。）を活用した太陽光発電設備の更新を行ってもらえるよ

う課題の把握を行うことを目的として交付する。 

 

（事業計画書の提出と補助対象事業の選定） 

第３条 本補助金の交付を受ける別表１の第１欄に掲げる者は、脱炭素社会推進課長が別途定める時

期に、様式第１号により同表の第３欄に掲げる事業の計画を記載した事業計画書を提出しなければ

ならない。 

２ 県は、提出された事業計画書について、鳥取県公募型プロポーザル方式受注者選定等審査会

（鳥取スタイルＰＰＡ関連事業の実施事業者等選定委員会）の意見を踏まえ、当該年度の予

算額等も参考に事業実施に適切な数を上限として、原則として、事業計画書提出の締切日から 30

日以内に、様式第２号により審査結果を通知するものとする。 

 

（補助金の交付） 

第４条 県は、第２条の目的の達成に資するため、承認を受けた全体事業計画に基づく事業（以下「補

助事業」という。）を行う者に対し、予算の範囲内で本補助金を交付する。 

２ 本補助金の額は、別表２の第１欄に掲げる経費（消費税及び地方消費税を除く。以下「補助対象

経費」という。）の額に、補助事業に要する同表の第２欄に定める率を乗じて得た額（千円未満の端

数は切り捨てる。）以下とし、上限は同表の第３欄に掲げる額とする。 

３ 本補助金とは別に県から補助金等を受けている場合は、重複する対象経費を補助対象としないも

のとする。 

５ なお、本補助金の交付を受ける者（以下「補助事業者」という。）は、鳥取県産業振興条例（平成

23 年鳥取県条例第 68 号）の趣旨を踏まえ、補助事業の実施に当たって業務委託（工事請負含む）

を行う際には、県内事業者に発注しなければならない。ただし、あらかじめ県内事業者以外の者に

発注することについて知事の承認を受けている場合を除く。 

 

（交付申請の時期等） 

第５条 本補助金の交付申請は、各年度の１月末日までに行わなければならない。 

２ 規則第５条の申請書に添付すべき同条第１号、第２号及び第３号に掲げる書類は、それぞれ様式

第１号及び様式第３号によるものとする。 

 

（交付決定の時期等） 

第６条 本補助金の交付決定は、原則として、交付申請を受けた日から 30 日以内に行うものとする。

ただし、県が地域脱炭素移行・再エネ推進交付金（以下「脱炭素交付金」という。）の申請を行った

場合は、脱炭素交付金の交付決定から 14 日以内または交付申請を受けた日から 30 日以内のいず

れか早い日までに行うものとする。 

２ 本補助金の交付決定通知は、様式第４号によるものとする。 

 

 



（承認を要しない変更） 

第７条 規則第 12 条第１項の知事が別に定める変更は、次に掲げるもの以外の変更とする。 

（１）本補助金の増額を伴う変更 

（２）交付目的の達成に支障が生じ、又は事業効率の低下をもたらすおそれのある事業計画の変更 

２ 第６条第１項の規定は、変更等の承認について準用する。 

３ 規則第 12 条第３項の申請書に添付すべき書類は、様式第１号及び第３号によるものとする。 

 

（進捗状況報告の時期等） 

第８条 補助事業者は、各年度の９月 30 日現在における補助事業の進捗状況を、当該年度の 10 月

15 日までに、様式第５号により知事に報告しなければならない。ただし、当該年度の９月 30 日ま

でに補助事業を完了、中止又は廃止したときは、この限りではない。 

２ 補助事業者は、規則第 17 条第３項の規定による進捗状況を、各年度の 3 月末日までに、様式第

５号により知事に報告しなければならない。 

 

（現地調査等） 

第９条 脱炭素社会推進課長は、前条第１項の報告により、提出された書類を審査し、必要に応じて

補助事業の進捗について、指定した職員により現地調査をさせることができるものとし、状況に応

じて事業の進捗を促すものとする。 

２ 脱炭素社会推進課長は、前条第２項の報告があったときは、指定した職員により現地調査等を行

うこととし、補助対象経費が適正に支出されていると認めたときは、支払実績額に基づき交付決定

額の範囲内で補助金を支払うものとする。 

 

（実績報告の時期等） 

第 10 条 規則第 17 条第１項の規定による報告は、次に掲げる日までに行わなければならない。 

（１）規則第 17 条第１項第１号又は第２号の場合にあっては、補助事業の完了又は中止若しくは廃

止の日から 15 日を経過する日 

（２）規則第 17 条第１項第３号の場合にあっては、補助事業等の完了予定年月日の属する年度の３

月末日 

２ 規則第 17 条第１項の報告書に添付すべき同条第２項第１号及び第２号に掲げる書類は、それぞ

れ様式第１号及び様式第３号によるものとする。 

 

（財産の処分制限） 

第 11 条 規則第 25 条第２項ただし書の期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40

年大蔵省令第 15 号）に定める耐用年数に相当する期間（同令に定めのない財産については、脱炭

素社会推進課長が別に定める期間）とする。 

２ 規則第 25 条第２項第４号の財産は、次のいずれかに該当するものとする。 

（１）取得価格又は効用の増加価格が 500 千円以上の機械及び器具 

（２）その他交付目的を達成するため処分を制限する必要があるものとして知事が別に定めるもの 

３ 規則第 25 条第２項の規定による承認を受けるにあたっては、処分の事前に様式第６号により申

請するものとする。 

４ 第６条第１項の規定は、規則第 25 条第２項の承認について準用する。 

 

（収益納付） 

第 12 条 補助事業者は、補助事業により取得し又は効用の増加した財産を処分したことにより収入

があったときは、当該収入があったことを知った日から 15 日以内に知事にその旨を報告しなけれ

ばならない。 

２ 前項の場合において、知事がその収入の全部又は一部に相当する額を県に納付するように指示し

たときは、補助事業者は、これに従わなければならない。 

 

 



（雑則） 

第 13 条 規則及びこの要綱に定めるもののほか、本補助金の交付について必要な事項は、脱炭素社

会推進課長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和４年３月２４日から施行し、令和４年度事業から適用する。 

 

附 則 

この要綱は、令和４年８月１６日から施行する。 

 

別表１ 

１ 対象事業者 ２ 対象となる事業 ３ 対象となる計画 

鳥取県内に本店を有し、鳥取県
内において事業を主体的に営む
能力を有している者（国及び地
方公共団体を除く）。のうち鳥取
県公募型プロポーザル方式受注
者選定等審査会（鳥取スタイル
ＰＰＡ関連事業の実施事業者選
定委員会）の選定を受けた者 

卒ＦＩＴ家庭を中心に再エネ
無料診断を実施することによ
り、太陽光発電を中心とした再
エネ導入の継続の支援を行う
とともに、鳥取スタイルＰＰＡ
を活用した太陽光発電設備の
更新を行ってもらえるよう課
題の把握を行う事業 

第２欄に掲げる事業につい
て、以下の取組を行うもの 

（１）家庭への無料診断 

（２）家庭への鳥取スタイルＰ
ＰＡ導入のための課題把握 

 

別表２ 

１ 対象経費 ２ 補助率 ３ 補助上限額 

（１）無料診断に要する経費 定額 30 千円/戸 

1,500 千円 

（２）診断家庭募集に係る経費 

 

１０／１０ 500 千円 

（３）課題把握に係るヒアリング調査・分析等に係る経費 

 

定額 20 千円/戸 

1,000 千円 

 


